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避難所運営訓練を中心とする地域と学校による防災力向上

事業実施
団体

糸島市
（福岡県）

問合せ先:糸島市役所 危機管理課 (Tel)092-332-2110

事業の概要

平成30年度にモデル地区として深江小学校校区において、避難所運営訓練及び研修会を実施、校区内の自
主防災組織及び中学生を中心に、284名が参加した。

深江小学校の生徒には、高学年へ福岡管区気象台による防災ワークショップ、低学年へビデオ学習や防災
グッズの作成などを実施するなど、559名が参加する大規模な防災事業となった。

今後3年間で、全小学校校区にて避難所運営訓練を行うこととしており、令和元年度は6月～10月にかけ
て、市内5校区（怡土・長糸・一貴山・加布里・桜野）において避難所運営訓練及び研修会を実施するもの。

訓練は、各校区の行政区長や公民館、小中学校教諭及び消防団を中心に、訓練実行委員会を設立し、訓練
実施までに3回程度の会議を行い、地域特性による課題に基づいた訓練内容を地域自身で作成する。

訓練及び研修会には、防災士会及び社会福祉協議会も参加し、広く防災業務関係者や機関を集め、連携を
深めるもの。

地域の特性・課題

糸島市では、平成30年7月豪雨時に、市内全域に避難勧告を発令し、南部の山沿いを中心に多数の土砂災害
が発生するなど、大きな被害が生じた。
また、市内の指定避難所への避難者が過去最高を記録し、各避難所において対応に苦慮したところである。
市南部は山間地であり、多数の土砂災害警戒区域を抱えており、大規模災害（豪雨による土砂災害・地震

など）を考えると、地域防災力の強化が喫緊の課題となっている。
今後発生しうる大規模災害に対応するためには、地域の自主防災組織にて、避難所運営を行うノウハウが

必要であることから、昨年度より避難所運営訓練を実施している。

事業の背景

大規模災害発生時には、多くの指定避難所を開設し、避難者を受け入れることになるが、各避難所におい
ては、即座に市職員等を配置することは困難である。
そのため、地域住民を中心に避難所の立ち上げ及び運営を行う必要があるが、現状、地域住民の避難所開

設及び運営の知識等はなく、市として育成事業などを実施していないため、主体的な運営は困難である。
このことから、地域住民による避難所運営に関する知識の習得を図るため、全ての小学校校区単位での避

難所運営訓練を令和3年度までに実施し、地域住民を主体とする避難所運営を目指す。

事業の実施体制
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